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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。また、当社は第８期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

  

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (千円) － 998,832 1,077,278 1,649,607 2,115,854

経常利益（損失） (千円) － 92,150 112,053 △15,082 208,426

中間（当期）純利益（損失） (千円) － 82,869 101,849 △19,492 197,940

持分法を適用した場合の投資
利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) － 1,641,500 1,646,000 1,270,000 1,641,500

発行済株式総数 （株） － 18,400 18,430 14,600 18,400

純資産額 (千円) － 2,121,002 2,346,922 1,161,132 2,236,073

総資産額 (千円) － 3,134,847 2,978,885 2,332,324 3,034,936

１株当たり純資産額 （円） － 115,271.85 127,342.52 79,529.63 121,525.71

１株当たり中間（当期）純利
益（損失）金額 

（円） － 5,329.21 5,533.80 △1,335.13 11,663.44

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額 

（円） － 5,324.42 5,519.40 － 11,646.29

１株当たり中間（年間）配当
額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 67.7 78.8 49.8 73.7

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

(千円) － 172,669 209,300 169,482 400,951

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

(千円) － △131,178 △385,383 △625,184 △179,757

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

(千円) － 686,788 △135,996 475,201 472,879

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

(千円) － 896,755 550,471 168,476 862,550

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 
－ 
（－）

15
（4）

17
（3）

20 
（2）

16
（3）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、当社には前事業年度と同様に関係

会社はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

    該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 17 （3） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰など引続き不透明要因はあるものの、企業収益の改善を背景とした

民間設備投資は回復基調にあり、景気は概ね堅調に推移いたしました。 

インターネット分野においては、ユーザーへの光ファイバーによる接続サービスの普及などブロードバンド環境の整備は進

展し、それを背景としたインターネットサービス分野の市場も堅調に拡大しております。 

こうした状況の中、当社は、主たるサービスであるインターネットデータセンター（iDC）サービス及びインターネット接続

サービスにおいて既存顧客の利用促進や新規顧客の獲得に注力した結果、当中間会計期間におけるサービス別売上高は、以下

のとおりとなりました。 

     

a.インターネットデータセンター（iDC）サービス 

 既存顧客の増設及び新規顧客の獲得により、当サービスにおける売上高は872,791千円（前年同期比7.8％増）となりま

した。 

  

b.インターネット接続サービス 

  前期に獲得した顧客向け売上が期初から寄与したことや、新規顧客の獲得もあり、当サービスにおける売上高は193,347

千円（前年同期比7.1％増）となりました。 

  

c.その他 

  省電力サーバやソフトウェアの販売等により、当サービスにおける売上高は11,139千円（前年同期比24.9％増）となり

ました。 

  

以上の結果、当中間会計期間における業績は、売上高1,077,278千円（前年同期比7.9％増）、経常利益112,053千円（同

21.6％増）、中間純利益101,849千円（同22.9％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、順調な売掛金の回収や当期純利益の計上などが

ありましたが、iDC設備増設のための設備投資による固定資産の取得や敷金の払込、投資有価証券を取得したことなどにより、

前事業年度末に比べ312,079千円減少し（前年同期は得られた資金728,279千円）、当中間会計期間末には550,471千円となりま

した。 

当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とその要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は209,300千円（前年同期比21.2％増）となりました。これは主に、

減価償却費124,689千円の計上や税引前中間純利益102,324千円の計上等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は385,383千円（前年同期比193.8％増）となりました。これは主

に、iDC設備の増設に伴う有形固定資産の取得に273,134千円、敷金の払い込みに68,168千円及び投資有価証券の取得により

36,000千円支出したこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は135,996千円（前年同期は得られた資金686,788千円）となりまし

た。これは新株予約権の行使に伴う株式の発行による収入が9,000千円あったものの、長期借入金及び割賦未払金の返済によ

り144,996千円支出したことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社の主なサービスは、インターネットデータセンター（iDC）サービス、インターネット接続サービス等であり、(1）生産実

績(2）受注実績の該当はありません。なお、(3）販売実績は次のとおりです。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のと

おりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

サービス別 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

インターネットデータセンター（iDC）サービス 
（千円） 

872,791 7.8 

インターネット接続サービス（千円） 193,347 7.1 

その他（千円） 11,139 24.9 

合計（千円） 1,077,278 7.9 

  
相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  楽天㈱ 365,056 36.5 383,289 35.6 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

ADSL、FTTH等のブロードバンド利用者の増加に伴い、急増するインターネットトラフィックに対応した高速で大容量のデータ

通信を可能とするインターネット技術の発展は著しいものがあります。当社はインターネットサービスプロバイダー（ISP）やコ

ンテンツプロバイダー（CSP）等のインターネット事業者が要求する最適なネットワーク環境を実現すべく、最先端のインター

ネット技術を活用したサービスの開発提供を積極的に推進しております。 

当中間期における主な研究内容は、次世代インターネットプロトコルであるIPv6関連の将来のサービス化へ向けて6,344千円を

計上しております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修等について完了したものは、次のとおりで

あります。なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 

  新設 

インターネットデータセンター（iDC）設備の新設につきましては、平成17年８月に完了しました。 

この新設は、ラック設備の稼働率の向上並びに高性能・高集積化したシステムに対応した処理能力を求めるニーズに対処す

るため設備の新設を図ったものであります。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成17年８月９日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、会社が発行す

る株式の総数は64,000株増加し96,000株となっております。 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行されたも

のは含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 32,000 

計 32,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 18,430 94,875
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 18,430 94,875 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は次のとおりであります。 

１.商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

（平成15年６月26日定時株主総会決議） 

 （注）(１)新株予約権の付与日以降、株式の分割等を行う場合は、次の算式により調整されます。 

(２)権利付与日以降、株式の分割等により発行価額を下回る払込金額で新株式を発行（新株引受権等の権利行使を除く。）

するときは、次の計算により１株当たりの発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとしま

す。 

(３)主な行使条件は次のとおりであります。 

①被付与者が死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使することができる。 

②新株予約権を譲渡し、又は担保に供することはできない。 

③次の場合には、その権利を喪失する。 

ａ．禁固以上の刑に処せられた場合。 

ｂ．当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受けた場合。 

ｃ．当社以外の電気通信事業を目的とする会社の役職員に就任した場合。（承諾を事前に得た場合を除く） 

ｄ．書面により新株引受権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。 

（４）上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 208 525 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 208 525 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 300,000 100,000 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月27日から
平成22年６月26日まで 

平成17年６月27日から 
平成22年６月26日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   300,000
資本組入額  150,000 

発行価格   100,000 
資本組入額   75,000 

新株予約権の行使の条件（注）３ 

平成15年６月26日開催の
定時株主総会及び取締役
会決議に基づき、当社と
対象取締役及び対象従業
員との間で締結した「新
株予約権割当契約」に定
められている。 

平成15年６月26日開催の
定時株主総会及び取締役
会決議に基づき、当社と
対象取締役及び対象従業
員との間で締結した「新
株予約権割当契約」に定
められている。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡はでき
ない。 

新株予約権の譲渡はでき
ない。 

  
調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

  
調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
新規発行前の株価

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数



 ２.商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

（平成17年６月29日定時株主総会及び平成17年７月22日取締役会決議） 

（注）(１)新株予約権の付与日以降、株式の分割等を行う場合は、次の算式により調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。 

(２)権利付与日以降、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く）は、次の算式により１株当たりの払い込み金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げ

るものとします。 

(３)主な行使条件は次のとおりであります。 

①被付与者が死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使することができる。 

②新株予約権を譲渡し、又は担保に供することはできない。 

③次の場合には、その権利を喪失する。 

ａ．禁固以上の刑に処せられた場合。 

ｂ．当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受けた場合。 

ｃ．当社以外の電気通信事業を目的とする会社の役職員に就任した場合。（承諾を事前に得た場合を除く） 

ｄ．書面により新株引受権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。 

（４）上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 165 495 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 165 495 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 393,000 131,000 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月30日から
平成24年６月29日まで 

平成19年６月30日から 
平成24年６月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   393,000
資本組入額  196,500 

発行価格   131,000 
資本組入額   65,500 

新株予約権の行使の条件（注）３ 

平成17年６月29日開催の
定時株主総会及び平成17
年７月22日開催の取締役
会決議に基づき、当社と
対象取締役及び対象従業
員との間で締結した「新
株予約権割当契約」に定
められている。 

平成17年６月29日開催の
定時株主総会及び平成17
年７月22日開催の取締役
会決議に基づき、当社と
対象取締役及び対象従業
員との間で締結した「新
株予約権割当契約」に定
められている。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡はでき
ない。 

新株予約権の譲渡はでき
ない。 

  
調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

  
調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
新規発行前の株価

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１.資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

２.新株予約権の行使により、発行済株式総数が30株、資本金及び資本準備金がそれぞれ4,500千円増加しております。 

３.平成17年11月16日付で新株予約権の行使があり、発行済株式総数が99株増加しております。 

４.平成17年11月18日付をもって１株を３株に株式分割し、発行済株式総数が36,860株増加しております。 

５.平成17年12月12日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が39,486株、資本金及び資本準備金がそれ

ぞれ2,442,209千円増加しております。 

  

(4）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった株式会社パワードコムは、当中間会計期間末では主要株主でなくなりました。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月29日 
（注１） 

－ 18,400 － 1,641,500 △720,926 594,573

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

（注） 
30 18,430 4,500 1,646,000 △716,426 599,073

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社パワードコム 東京都港区港南2－16－1 1,836 9.96 

吉 村   伸 東京都世田谷区代沢2-6-25-404 1,545 8.38 

石 田 慶 樹 東京都文京区春日2－10－18－B301 572 3.10 

ノーザン トラスト（ガンジ
ー）リミテッド クライアン
ト アカウント レジスター
ド 

P.O.BOX71 TRAFALGAR COURT, LES 
BANQUES, ST, PETER PORT, GUERNSEY GY1 
3DA 

450 2.44 

株式会社ケイ・オプティコム 大阪府大阪市北区西天満5－14－10 400 2.17 

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町4－3 383 2.07 

村 井   純 東京都世田谷区成城3－10－29 333 1.80 

ノムラ シンガポール リミ
テッド アカント ノミニー 
エフジエー205 

6 BATTERY ROAD#39-01 STANDARD 
CHARTERED BANK BLDG. SINGAPORE 0104 

285 1.54 

バークレイズ バンク ビー
エルシー バークレイズ キ
ャピタル セキュリティーズ 
エスビーエル/ビービーアカ
ウント 

1 CHURCHILL PLACE, LONDON E14 5HP, 
UNITED KINGDOM 

269 1.45 

資産管理サービス信託銀行株
式会社（年金特金口） 

東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーZ棟 

233 1.26 

計 － 6,306 34.21 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

  

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） １.最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

     ２.□印は、株式分割権利落後の株価を示しております。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,430 18,430 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 18,430 － － 

総株主の議決権 － 18,430 － 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 402,000 445,000 385,000 484,000 463,000
415,000 
□145,000 

最低（円） 313,000 312,000 336,000 361,000 389,000
370,000 
□126,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中

間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受け

ております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

  

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   896,755  550,471 862,550  

２．売掛金   275,706  277,347 282,123  

３．商品   5,722  8,960 7,209  

４．前払費用   34,433  50,700 32,387  

５．その他 ※３ 1,021  5,961 2,102  

貸倒引当金   △1,498  △277 △1,410  

流動資産合計    1,212,140 38.7 893,164 30.0  1,184,962 39.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物   885,054  1,017,537 849,891  

２．機械及び装置   504,528  458,185 473,246  

３．器具及び備品   213,320  197,402 199,386  

４．建設仮勘定   8,541  4,008 24,340  

有形固定資産合計   1,611,444  1,677,134 1,546,864  

(2）無形固定資産       

１．ソフトウェア   34,628  20,426 26,836  

２．電話加入権   438  438 438  

   ３.ソフトウェア 
仮勘定 

  ―  8,500 ―  

無形固定資産合計   35,067  29,365 27,275  

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   6,650  42,650 6,650  

２．破産更生債権等   4,047  ― ―  

３．長期前払費用   1,267  543 905  

４．敷金 ※２ 268,278  336,026 268,278  

貸倒引当金   △4,047  ― ―  

投資その他の資産
合計 

  276,195  379,220 275,833  

固定資産合計    1,922,707 61.3 2,085,720 70.0  1,849,973 61.0

資産合計    3,134,847 100.0 2,978,885 100.0  3,034,936 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   16,660  16,708 15,246  

２．短期借入金   57,500  ― ―  

３．1年以内に返済予
定の長期借入金 

※２ 179,160  143,350 166,680  

４．未払金 ※３ 172,922  142,510 168,264  

５．未払費用   46,965  49,641 43,476  

６．未払法人税等   475  4,738 9,007  

７．前受金   ―  10 10  

８．預り金   1,308  1,831 1,327  

９．賞与引当金   9,666  11,030 10,269  

流動負債合計    484,658 15.5 369,821 12.4  414,283 13.7

 Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２ 143,350  ― 60,000  

２．長期未払金   377,832  251,155 315,058  

３．退職給付引当金   8,004  10,985 9,521  

固定負債合計    529,186 16.9 262,141 8.8  384,579 12.7

負債合計    1,013,845 32.3 631,962 21.2  798,863 26.3

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,641,500 52.4 1,646,000 55.3  1,641,500 54.1

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,315,500  599,073 1,315,500  

資本剰余金合計    1,315,500 42.0 599,073 20.1  1,315,500 43.3

Ⅲ 利益剰余金       

１．中間（当期）未処
分利益（未処理損
失△） 

  △835,997  101,849 △720,926  

利益剰余金合計    △835,997 △26.7 101,849 3.4  △720,926 △23.8

資本合計    2,121,002 67.7 2,346,922 78.8  2,236,073 73.7

負債資本合計    3,134,847 100.0 2,978,885 100.0  3,034,936 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高       

事業収入   998,832 998,832 100.0 1,077,278 1,077,278 100.0 2,115,854 2,115,854 100.0

Ⅱ 売上原価       

事業原価   704,622 704,622 70.5 769,639 769,639 71.4 1,502,173 1,502,173 71.0

売上総利益    294,209 29.5 307,639 28.6  613,681 29.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   163,397 16.4 185,465 17.2  356,419 16.8

営業利益    130,811 13.1 122,173 11.3  257,261 12.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,095 0.1 1,088 0.1  4,015 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  39,756 4.0 11,208 1.0  52,851 2.5

経常利益    92,150 9.2 112,053 10.4  208,426 9.9

Ⅵ 特別利益 ※３  1,118 0.1 1,133 0.1  1,206 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  9,924 1.0 10,862 1.0  10,742 0.5

税引前中間（当
期）純利益 

   83,344 8.3 102,324 9.5  198,890 9.4

法人税、住民税及
び事業税 

   475 0.0 475 0.0  950 0.0

中間（当期）純利
益 

   82,869 8.3 101,849 9.5  197,940 9.4

前期繰越損失    918,867 ―  918,867 

中間(当期)未処分
利益（未処理損失
△） 

   △835,997 101,849  △720,926 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    

前中間会計期間
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  83,344 102,324 198,890 

減価償却費   118,887 124,689 241,505 

貸倒引当金の減少額   △1,118 △1,133 △5,253 

退職給付引当金の増
減額 

  △147 1,463 1,369 

受取利息及び受取配
当金 

  △0 △4 △4 

支払利息   14,516 9,540 26,361 

有形固定資産除却損   8,924 10,862 9,742 

売掛金の増減額   △51,300 4,775 △57,717 

買掛金の増加額   6,054 1,462 4,640 

たな卸資産の増加額   ― △1,750 △7,209 

未払金の増減額   9,465 △9,903 5,428 

未収消費税等の増加
額 

  ― △4,616 ― 

未払消費税等の増減
額 

  △972 △8,158 1,782 

前受金の減少額   △10 ― ― 

その他流動資産の増
加額 

  △8,336 △17,600 △1,923 

その他流動負債の増
加額 

  8,525 7,536 5,744 

破産更生債権等の減
少額 

  ― ― 4,047 

長期前払費用の減少
額 

  362 362 724 

小計   188,195 219,849 428,129 

利息及び配当金の受
取額 

  0 4 4 

利息の支払額   △14,575 △9,603 △26,232 

法人税等の支払額   △950 △950 △950 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  172,669 209,300 400,951 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △124,256 △273,134 △172,057 

無形固定資産の取得
による支出 

  ― △8,500 △778 

投資有価証券の取得
による支出 

  ― △36,000 ― 

敷金保証金の返還に
よる収入 

  ― 420 ― 

敷金保証金の払込に
よる支出 

  △6,922 △68,168 △6,922 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △131,178 △385,383 △179,757 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入による収入   30,000 ― 30,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △138,310 ― △195,810 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △95,830 △83,330 △191,660 

割賦未払金の増加に
よる収入 

  71,092 ― 71,092 

割賦未払金の返済に
よる支出 

  △57,163 △61,666 △117,742 

株式の発行による収
入 

  877,000 9,000 877,000 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  686,788 △135,996 472,879 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  728,279 △312,079 694,073 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  168,476 862,550 168,476 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  896,755 550,471 862,550 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 （1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 同左 同左 

  時価のないもの     

  移動平均法による原価法を

採用しております。 

    

  (2）たな卸資産 （2）たな卸資産 （2）たな卸資産 

  商品 同左 同左 

  個別法による原価法を採用

しております。 

    

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 （1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 同左 

  
  

建物 ３～18年

機械及び装置 ６～８年

器具及び備品 ４～20年

   

   

   

  

  (2）無形固定資産 （2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費は支出時に全額費用と

して処理しております。 

同左 同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 （2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間

期の負担額を計上しておりま

す。 

同左 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 （3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間期末における退職

給付債務の見込額に基づき計

上しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて特例処

理の条件を充たしている場合

には、特例処理を採用してお

ります。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 同左 同左 

  ヘッジ対象…借入金の利息支

払額 

    

  (3）ヘッジ方針 （3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  デリバティブに関する社内規

程に基づき、金利変動による

リスクをヘッジする目的で実

施しております。 

同左 同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 （4）ヘッジの有効性評価の方法 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

  キャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しており

ます。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 消費税の処理方法 消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜き

方式によっております。 

同左 同左 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

― （固定資産の減損に係る会計基準） ― 

   当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

805,951千円 

  

1,035,762千円 

  

920,775千円 

  

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

長期借入金（１年以内に返済予定の長

期借入金を含む。）100,010千円の担

保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

長期借入金（１年以内に返済予定の長

期借入金を含む。）33,350千円の担保

に供している資産は次のとおりであり

ます。 

長期借入金（１年以内に返済予定の長

期借入金を含む。）66,680千円の担保

に供している資産は次のとおりであり

ます。 
  

  

敷金 110,316千円
  

  

敷金 110,316千円

  

敷金 110,316千円

※３ 消費税の取扱い ※３ 消費税の取扱い ※３        ― 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、「未払金」に含めて表示してお

ります。 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動資産「その他」に含めて表

示しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  

  

ソフトウェア使用許諾
料 

885千円

  

  

ソフトウェア使用許諾
料 

901千円

  

ソフトウェア使用許諾
料 

2,255千円

協賛金収入 1,733千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  

  

支払利息 14,516千円

新株発行費償却 13,439千円

上場準備料 11,800千円

  

  

支払利息 9,540千円

新株発行費償却 1,570千円

  

支払利息 26,361千円

新株発行費償却 14,689千円

上場準備料 11,800千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 
  

  

貸倒引当金戻入 1,118千円
  

  

貸倒引当金戻入 1,133千円

  

貸倒引当金戻入 1,206千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 
  

  

固定資産除却損   

建物 100千円

器具及び備品 8,824千円

除却費用 1,000千円

  
固定資産除却損   

建物 1,612千円

機械及び装置 75千円

器具及び備品 633千円

建設仮勘定 8,541千円
  

固定資産除却損   

建物 100千円

器具及び備品 9,641千円

除却費用 1,000千円

      

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 111,160千円

無形固定資産 7,727千円

  
有形固定資産 118,279千円

無形固定資産 6,409千円

有形固定資産 225,986千円

無形固定資産 15,519千円



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

（千円） （千円） （千円） 
  
現金及び預金勘定 896,755

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

－

現金及び現金同等物 896,755

  
現金及び預金勘定 550,471

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

－

現金及び現金同等物 550,471

現金及び預金勘定 862,550

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

－

現金及び現金同等物 862,550



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 318,275 219,111 99,164

機械及び装置 342,645 118,523 224,122

ソフトウェア 5,061 2,341 2,720

合計 665,983 339,976 326,006

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 108,708 38,022 70,686

機械及び装置 491,003 234,788 256,215

ソフトウェア 5,061 3,446 1,615

合計 604,774 276,257 328,516

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備品 170,694 95,094 75,599

機械及び装置 491,003 171,413 317,590

ソフトウェア 5,061 2,894 2,167

合計 666,759 271,401 395,357

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 136,595千円

１年超 199,191千円

合計 335,787千円

  
１年内 144,479千円

１年超 194,143千円

合計 338,623千円

１年内 150,456千円

１年超 254,451千円

合計 404,907千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
  
支払リース料 92,075千円

減価償却費相当額 83,497千円

支払利息相当額 7,953千円

  
支払リース料 85,674千円

減価償却費相当額 78,401千円

支払利息相当額 7,829千円

支払リース料 191,383千円

減価償却費相当額 173,863千円

支払利息相当額 16,675千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社は、金利スワップ取引について、いずれも特例処理を採用しておりますので、記載対象から除いております。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、金利スワップ取引について、いずれも特例処理を採用しておりますので、記載対象から除いております。 

  

前事業年度（自 平成16年４月1日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、金利スワップ取引について、いずれも特例処理を採用しておりますので、記載対象から除いております。 

  

  

  次へ 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 6,650 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 42,650 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 6,650 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 115,271円85銭

１株当たり中間純利
益金額 

5,329円21銭

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

5,324円42銭

  

１株当たり純資産額 127,342円52銭

１株当たり中間純利
益金額 

5,533円80銭

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

5,519円40銭

１株当たり純資産額 121,525円71銭

１株当たり当期純利
益金額 

11,663円44銭

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

11,649円29銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 82,869 101,849 197,940 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円) 

82,869 101,849 197,940 

期中平均株式数（株） 15,550 18,405 16,971 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 14 48 25 

（うち新株予約権） （14） （48） （25） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

― ― ― 



     （重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

― １．平成17年８月９日開催の当社取締役会

決議に基づき、次のように株式分割によ

る新株式を発行しております。 

― 

  （１）株式分割の目的   

  当社株式の流動性の向上と株主数の増

加を図ることを目的とするものでありま

す。 

  

  （２）株式分割の概要   

  平成17年11月18日付をもって普通株式

１株を３株に分割しております。 

  

  ①分割により増加する株式数   

     普通株式 36,860株   

  ②分割方式   

   平成17年９月30日最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載または記録された株

主の所有株式数を、１株につき3株の割

合をもって分割しております。 

  

  ③配当起算日   

     平成17年10月１日   

  （３）１株当たり情報に及ぼす影響   

    当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間及び前

事業年度における１株当たり情報並び

に当期首に行われたと仮定した場合の

当中間会計期間における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

  

  
 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１株当たり純
資産額 
38,423円95銭 

１株当たり純
資産額 
42,447円51銭 

１株当たり純
資産額 
40,508円57銭 

１株当たり中
間純利益金額 
1,776円33銭 

１株当たり中
間純利益金額 
1,844円60銭 

１株当たり当
期純利益金額 
3,887円74銭 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益金
額 
1,774円73銭 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益金
額 
1,839円80銭 

潜在株式調整
後１株当たり
純利益金額 
3,881円85銭 

  



  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

― ２．当社は、平成17年11月22日開催の取締

役会において、株式会社ライブドアと下

記のとおり業務及び資本提携に関する基

本合意書を締結することを決議し、第三

者割当による新株式発行を実施いたしま

した。 

― 

  （１）業務提携の内容   

     ①ライブドアグループの有するコンテ

ンツの安定稼動及びサービス利便

性向上に向けた技術・インフラ面

での協力関係の構築 

  

     ②将来のインターネットデータセンタ

ー(iDC)建設に向けた技術面・営業

面での相互協力 

  

     ③両者の基幹ネットワークの統合によ

る規模拡大メリットの追求 

  

     ④当社の有する広帯域バックボーンや

ネットワーク構築運用能力、ライ

ブドアの有するweb制作技術やシス

テム運用能力など、両者の強み・

リソースを最大限活用した各種サ

ービスメニューの開発・販売 

  

     ⑤M＆Aなど今度の事業拡大に向けた諸

施策の実施 

  

  （２）資本提携の内容（新株式発行要領）   

    ①発行新株式数  39,486株   

  ②発行価額  1株につき金123,700円   

    ③発行価額の総額  4,884,418,200円   

    ④資本組入額  1株につき金61,850円   

    ⑤資本組入額の総額 2,442,209,100円   

    ⑥申込期日    平成17年12月９日   

    ⑦払込期日    平成17年12月12日   

    ⑧配当起算日   平成17年10月１日   

    ⑨新株券公布日  平成17年12月12日   

    ⑩割当先及び株式数    

      株式会社ライブドア 39,486株   

  ⑪新株式の継続保有等の取決めに関する

事項 

  

    割当株式を発行日から２年以内に譲渡

する場合には、割当先は、当該内容を当

社へ報告する旨を確約しております。 

  



  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

― ⑫前記各号については、証券取引法によ

る効力発生を条件とします。 

― 

  （注）発行価額の決定方法   

     発行価額の決定に際しては、当社

のフィナンシャル・アドバイザーで

ある新光証券株式会社に当社の株式

価値の算定を依頼し、同社が算出し

た結果を参考としたほか、発行決議

の直前日から遡ること６ヶ月間に相

当する平成17年５月23日から平成17

年11月21日迄の株式会社東京証券取

引所における当社普通株式の各取引

日における終値の平均値（130,193

円）等を総合的に勘案し、最終的に

123,700円（ディスカウント率

4.9％）と決定いたしました。なお、

新光証券株式会社からは、本件新株

発行価額が妥当である旨の意見書を

受領しております。 

  

  ⑬今回の増資による発行済株式数の推移   

     増資前の発行済株式数 55,389株 

   増資による増加株式数 39,486株 

   増資後発行済株式数  94,875株 

  

  

  （３）増資の理由及び資金使途   

   ①増資の理由   

  株式会社ライブドアとの間で、両者の

リソースやノウハウを相互に活用し、

シナジーを創出することが可能となる

ような協業関係を形成することを目的

とするものであります。 

  

   ②資金使途   

     将来のインターネットデータセンター

(iDC)の建設やM＆Aの実施など、両者で

合意した業務提携内容の業容拡大に向

けた事業資金として充当する予定であ

ります。 

  

  （４）その他   

     当社は、平成17年11月22日開催の取締

役会において、株式会社ライブドアに

よる当社株式の公開買付について賛同

の意を表明することを決議いたしまし

た。 

   この決議を受け、同社は平成17年11月

23日から平成17年12月13日までの期 

  



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―    間に当社株式9,486株について公開買

付を行いました。 

    この買付の結果、同社の所有株式数

は48,972株（議決権比率51.61％）と

なり、当社は同社の子会社となりまし

た。 

― 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

  平成17年11月22日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成17年12月20日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規程に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月21日

メディアエクスチェンジ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 水嶋 利夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 白羽 龍三  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメ

ディアエクスチェンジ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、メディアエクスチェンジ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月21日

メディアエクスチェンジ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 白羽 龍三  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 千葉 通子  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメ

ディアエクスチェンジ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第９期事業年度の中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、メディアエクスチェンジ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年11月22日開催の取締役会決議に基づき、株式会社ライブ

ドアと業務及び資本提携に関する基本合意書を締結し、第三者割当による新株式発行を実施した。 

 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 
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